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研究成果の概要（和文）：本研究は、学校の組織運営と教育実践のイノベーションという視点に立ち①学校における情
報通信技術（以下，ICT）の影響効果を分析し，②学校における教育の情報化を推進していくために，学校と教師の双
方に求められるICT活用力量に関する基準ICT活用のための知見を得ることを目的とした。その結果，行政からの支援、
教職員の力量のレベルアップ、ソフトウェア・ハードウェアの整備充実の3点が現在の学校において求められているこ
とが明らかになった。一方で，ICT活用が個人に委ねられ，学校の組織的な教育目標の実現の方途としてICTが明確に位
置づけられていないといった学校経営の主体性・自律性に課題があることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to get precise information on promoting use of ICT (I
nformation and Communication Technology) at schools, especially focusing on 1) the impact of ICT and 2) co
nditions and capabilities required for both teachers and schools themselves, from the viewpoint of view of
 organizational management and instructional innovations in schools.
The results suggests that 1) support from administrative sectors, 2) brush-up of individual teachers skill
s through OJT training at schools, and 3) sufficient arrangements of software and hardware are essential t
o the promotion of ICT use at school. In addition, the answers to the questionnaire research imply the lac
k of clear policy of ICT use in the school management scheme, which may be a far bigger problem in the pro
motion of ICT use at schools.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
社会の急速な情報化に比して，学校におけ
る情報化とりわけ情報通信技術（以下，ICT）
の活用は必ずしも順調に進捗しているとは
言えない。その原因を学校組織の「外部適応
力」に求めることもできるが，その内実は明
らかではない。これまでのメディア論に基づ
く理論研究において、申請者は ICTが組織の
コミュニケーション形態に影響を及ぼすこ
と、しかしながら、メディアがどういう形で
受容され、その利用が開発されるかは、しば
しば予測のつかないものであることを研究
代表者は明らかにしてきた。 
特に学校においては、一方で ICT日常的な
恩恵に浴しながらも，社会の情報化という趨
勢の中で「押しつけられた改革」として ICT
に適応しようとしてきた経緯がある。「誘因」
と「拒絶」の相反する特性を持ったツールと
しての ICT の意味は学校経営の組織過程に
影響を及ぼしていると考えられるが，十分な
研究調査がなされているとは言い難く、基本
的な調査研究が必要だと考えた。 
これまで我が国の教育の情報化および学
校における ICT活用の研究動向をみると，(1)
教育の様々な分野にイノベーションをもた
らすツールとしての ICT への一般的な願望
的期待と関心は高いものの，教育学および教
育経営学においてその意義は十分に精査さ
れていない。(2)教育内容や CAI など教授学
習過程が焦点化されており、総合的なコミュ
ニケーション・ツールとしての影響が射程に
捉えられていない。 
この点からいえば、教育の情報化の功罪を
明らかにし、その進め方を検討するためには，
学校の教育改善を視野に入れた ICT が学校
経営領域におよぼす影響を明らかにする調
査研究が不可欠である。とりわけハードウェ
ア環境の整備とアプリケーションの開発に
重点が置かれ，情報化を推進する資源として
の人的要因が軽視されていることに照らせ
ば，教員が職務遂行上修得すべき，必要な ICT
活用能力を明らかにし，教員の力量の一つと
しての ICT 活用能力を明らかにすることが
喫緊の課題である。 
日本国内における ICTの活用は、児童生徒
に直接的な効果をもたらす教材開発や教授
方法の開発に向けられ、現場の教師の献身的
な活用方法の開発によって、ICTの「使い方」
が実質的に構築されていると考えられる。し
かし、 Cuban, L(2001)が Oversold and 
overused: Computers in classrooms, 
1980-2000で指摘するように、実際に ICTが
学校に導入されたとしても、それが一般的・
普遍的に活用されるとは限らない、という問
題が存在する。 
その意味において、学校における教育の情
報化の最も重要な意義は、学校経営を含めた
教育実践に関わる情報の共有化を、個人レベ
ルにとどまらず、学校組織内において、学校

組織間において、いかに促進していくかに関
わっている。 
しかしながら、これまでの実践および研究
のありようは、トップダウン型の機器整備、
ネットワーク形成など、予算執行を前提とし
て教育現場や実践者の要望には必ずしも沿
えないものになっており、文科省が毎年公表
する「情報教育の実態等に関する調査」の調
査項目を満たす形での整備しか行われてい
ない可能性もある。そのため、職務領域にお
ける ICT の位置づけについての調査研究を
行うことにより「現場の理論」を明らかにす
るとともに，教員に求められる ICT活用能力
のスタンダードを明らかにすることが必要
である。 

 
２．研究の目的 
 
本研究は、学校の組織運営と教育実践のイ
ノベーションという視点に立ち，(1)学校にお
ける ICT の影響効果を分析し，(2)学校にお
ける教育の情報化を推進していくために，学
校と教師の双方に求められる ICT 活用力量
に関する基準（スタンダード）の開発のため
の基礎的な知見を得ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
（１）教育の情報化の促進において非営利団
体が貢献している米国における学校の実地
調査。具体的にはアメリカ・ミネソタ州・ミ
ネアポリス教育委員会の ICT政策の動向，お
よび同委員会の管轄する区域の学校におけ
る ICT活用の状況についての訪問調査。 
（２）小中学校の校長および教諭に学校にお
ける ICT の使用状況に関する聴き取り調査。
主に授業や校務での活用状況および学校で
ICTを使う上での課題について聞き取りを行
なった。調査にあたっては，研究代表者の所
属機関の倫理委員会の承認を得た。 
（３）教職員を対象とした質問紙調査の実施。
教育の情報化を推進する諸要因を分析する
ため，学校における ICT活用についての教職
員の現状認識を問うた。無作為抽出した全国
の公立小学校・中学校各々500 校（計 1000
校）に協力を依頼し同意を得られた 112校か
ら同意が得られ，2012 年 8 月下旬から 1 ヶ
月間を調査期間とした。調査にあたっては，
研究代表者の所属機関の倫理委員会の承認
を得た。 
（４）中学生・高校生を対象とした質問紙調
査。 
教育の情報化にともなう中学生・高校生の
ICTを用いた学習状況および学習意欲等に関
わる実態を量的に把握するために，全国の公
立小学校・中学校より各々50校（計 100校）
に協力を依頼し 22 校からの協力が得られ，
2014 年 1 月下旬から 1 ヶ月間を調査期間と
した。調査にあたっては，研究代表者の所属
機関の倫理委員会の承認を得た。 



 
４．研究成果 
 
（１）ミネアポリス教育委員会の教育政策に
基づき，人的・物的支援が行われ，とりわけ，
教師の力量を向上させるための OJT に力が
入れられており，教育実践のなかに ICTを自
然に溶け込ませることに力点が置かれてい
ることが明らかになった。 
（２）日本の学校では ICT活用は，その巧拙
もふくめて教師の個人的力量の問題として
捉えられており，学校や教育行政全体がどの
ようなビジョンに立って ICT 活用を進めよ
うとしているのかが不明確であること，少な
くとも学校現場では管理職・教職員ともにそ
のような印象を強く受けていることが調査
から明らかになった。 
（３）教職員を対象とした調査において回収
できた回答は教員 421件（返送率 8.4%），校
長 112件（同 11.2％），事務職員 103件（同
10.3％）であった。 
教員調査からは，教授実践という教師の専
門性にかかわる領域については，単なる外的
な圧力によってイノベーションを導入させ
ようとしても，新たなテクノロジーの“よさ”
が教授行動において実感・確認できるための
諸条件整備が必要であることが示唆された。 
また校長の自由記述からは，「子どもの興
味・関心・意欲の向上」「校務の円滑化」な
どの効果が認識されていることが明らかに
なった。一方，課題・問題としては，「ハー
ド面・ソフト面での環境が未整備」「ネット
いじめなどの子どもの問題とそれに対する
指導への苦慮」「教職員の力量が不足と経
験・意欲などの理由による力量差」「人情報
の管理やウィルス対策等」「ICT 化がかえっ
て仕事量の増大を招き，多忙化を促進させ
る」など多くが指摘され，教育の情報化が進
むにつれて問題が山積する傾向があること
が確認できた。 
なお，この質問紙調査から得られたデータ
については今後も詳細な分析を継続してい
く。 
（４）中学生・高校生を対象とした質問紙調
査。 
中学生の回答傾向を見ると日常的な ICT
の使用が学年の上昇とともに広がっている
ことが確認できた。ICTを使った学習への好
感度と ICT機器に対する依存感，ICT機器へ
の詳しさ，および，ICTをさらに使いこなせ
るようになりたいという ICT 機器への習熟
願望との間に相関があることが見いだされ
た。単に ICTを使用するだけではなく，ICT
そのものに対する魅力が将来における ICT
の活用意欲やそれにまつわる学習を動機づ
ける鍵となる可能性が示唆された。この質問
紙調査から得られたデータについては今後
も詳細な分析を継続していく。 

 
以上の調査研究から以下のことが明らか

になった。 
(1)教育の情報化のための学校経営 
本研究の知見からは，教育の情報化（ICT
の普及活用）は学校経営領域に明確に位置づ
けることが重要であるとの示唆が導き出さ
れた。とりわけ教育の情報化を推進するため
には，その教育的価値を学校の教育目標とし
て関連づけ，一貫したビジョンとして共通理
解を図る必要がある。また，学校からは教育
委員会や地域等の支援を求める様子が浮か
び上がった。ただし，そのためには教育委員
会をはじめとする学校にとってのステーク
ホルダーが教育の情報化に関わる理念の重
要性を再認識することが重要であり，それな
しでは，支援自体が一貫性を欠くことになる。 
(2)学校における ICT活用の促進/阻害要因 
教職員を対象とした質問紙調査の分析にお
いては E.M.ロジャーズ（2007）のイノベー
ション理論に依拠して，ICTに対する教員の
認識と ICT 活用の実践と成果認識との関係
性に焦点を当てた．その結果，第 1に試行可
能性および相対的優位性・観察可能性の 2つ
の属性が，実際に ICTを利用した実践経験の
うち，「教授・学習上の利用」と「校務・学
習管理上の利用」に対して影響を与えている
ことが明らかになった．第 2に，そのような
ICTを利用した実践経験による成果認識につ
いて分析した結果，教授・学習での ICT活用
経験が教授・学習上の成果，校務の円滑化，
児童生徒に影響を与えていること，校務・学
習管理上での ICTの利用経験が，教授・学習
上の成果および校務の円滑化に影響を与え
ていることが明らかになった．すなわち，ICT
を利用した実践経験の蓄積が ICT 活用の成
果認識に影響を与えていることが明らかに
なった．  
(3) ICT環境の整備の考え方 
学校における情報化の最大の課題は予算
措置であると言われる。教育の情報化の初期
には，無用の物品に多額の投資がなされる一
方，必要な物品が購入されないという指摘が
なされているが，基本的な調査研究の不足が
その事態を招いたと考えられる。本研究によ
って得られる知見は，学校経営において求め
られる ICTは何であるかが明らかにされる。 
環境整備の重要性については情報化推進
の当初から指摘されていることであり，今回
の調査においても環境整備に対する要望が
けっして小さくはないことが見てとれた。し
かしながら，単に物的な資源を確保するだけ
でなく，ICTの長所・短所を踏まえた学校教
育の長期的ビジョンや，ICT環境整備に関わ
る地域間の格差を縮減するような広域的な
施策に取り組むなど，当局が大局的なビジョ
ンを構築し，その上で，必要な物的・人的・
財政的支援をする必要があることが伺える。 
さらに，学校においては黒板やチョークと
同等に使えるレベルの「手軽さ」が ICT機器
に求められていることが伺える。どんなに優
れた機器や活用のアイデアがあったとして



も，なじみやすく手軽さを感じられなければ
教職員の間に普及し，浸透することはない。
そのためには，各学校の実情を尊重する観点
から，学校にある程度の裁量権限を付与し，
学校の実情に応じた機器やソフトの購入・利
用ができるような支援や措置を採ることが
必要であろう。 
(4)ICT の活用を効果的に進めていくための
改善すべき諸条件 
教職員を対象とした質問紙調査からは，行
政からの支援，教職員の力量のレベルアップ，
ソフトウェア・ハードウェアの整備充実とい
う 3点が学校において求められている三大要
素であることが明らかになった。これらは
ICTを用いるための前提条件であると考えら
れるが，それらが未だに改善すべき条件とし
て挙げられることの意味は重要である。 
しかし，一方で学校の主体性や自律性にも
課題があることがうかがわれる。例えば，ICT
を用いた教育にふさわしいカリキュラムの
開発は教授学習上の要点であると考えられ
るが，今回の調査ではその必要度認識は相対
的に低い。“教育の情報化”が単に ICT を導
入するための口実とされている可能性も否
定できない。また，学校内で，教育目標とそ
こに迫る教育的・経営的戦略の中に ICTの利
用が明確に位置づいていないということの
表れといえるかもしれない。先述(1)と関連す
るが，カリキュラムの開発，予算の執行，研
修等との有機的な関連をもって展開されて
いないことは，ICTの利活用が教職員個人の
力量や判断に委ねられているという現状の
問題点として指摘できる。 
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